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急激な人口構造の変化で、諸外国に例をみない速さで高齢化が進み、高齢者の社会的孤立や
見守り活動に関する問題が取り上げられ、全国各地で対策事例が現れ始めたのは1990年代とされ
る。こうした流れに対し、厚生労働省で活動はコミュニティづくり推進会議等を設置し、全国で
事業を開始した。また各地方自治体においても、高齢者の見守り体制構築に向けた様々な取り組
みが行われている。超高齢社会において、高齢者の見守り活動は、地域に住む誰もが抱える共通
の課題であり、これからの社会形成の重要なテーマである。平成23年版高齢社会白書によれば、
現在の高齢化率は23％を超え、更に高齢者のいる世帯は全体の４割、そのうち「単独」・「夫婦の
み」世帯が過半数を占めている状況である。このように高齢者が急増する中、家族関係や近所付
き合いに代表される地域コミュニティの機能低下が問題視されている。また個人情報保護法など
が大きな壁となって、地域の情報が入りにくく、高齢者の所在把握は益々困難になっている。こ
のような状況を背景に全国各地で地域コミュニティを活性化しようという動きも多く、更なる地
域での見守り支援の必要性が高まりつつある。 
高齢者の見守りに関する近年の既往研究では，本来存在する地域の社会関係資本を活かしつ
つ，将来の超高齢社会に備える研究は多いが，見守り体制づくりの視点を持った包括的な研究は
いまだ研究蓄積が少ない。 
そこで本研究は，このような状況認識に基づき、地域の社会関係資本，地域的特徴に着目し，
新たな地域社会の形成に向けた見守り手法や課題を明らかにすることを目的とし，問題が深刻化
する地方都市において、可能な限り住み慣れた地域で社会と関わりを持ちながら安心して暮らせ
る社会整備の方策を提示する。ここでの地域の「社会関係資本」とは、地域に存在する地域住民
・自治会・老人クラブ・民生委員・社会福祉協議会・地域包括支援センター等を示すものとする。
また「見守り」の定義として、高齢者宅を訪問しての安否確認を行う「直接的な見守り活動」だ
けではなく、高齢者同士が自ら外出、交流を通して、高齢者の生活を把握することが可能な「間
接的な見守り活動」も含む。更には、ボランティア活動への参加など主体的・能動的な地域交流
活動も含むものとして据えていく。 
本研究は栃木県内をとりあげ、次の６つの調査等により分析と考察を進める。まず［１］高
齢者に関する統計分析を実施し、特徴ある３地区（山間地・市街地・新興住宅地）を対象地域と
して選定した。［２］行政および行政に関係する団体（地域包括支援センター・社会福祉協議会 
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等）への見守り活動の取り組みの現状を把握するために聞き取り調査を実施した。［３］民生委
員（主任児童委員を除く）および自治会による、高齢者の見守り活動の実態を把握するためにア
ンケート調査を行った。［４］詳細な地域の実情を把握するために、地域の見守り関係者（自治
会長・老人クラブ会長・民生委員および行政関係機関等）を対象にワークショップ、シンポジウ
ムを実施した。［５］更に対象地域外の県内の特徴ある５市町を選定し、現状の取り組みを把握
するために聞き取り調査を実施した。また［６］考察する際の参考事例として、地域で見守り活
動を行っている先進地（京都市春日住民福祉協議会）の視察を実施した。 
本論文は全８章から構成されており、各章の概要は以下に示す通りである。 
第１章では、高齢者の取り巻く現状を捉え、見守り体制構築に向けた課題を整理し、研究の
方法と調査の方法を定め、研究の位置づけと構成を示した。 
第２章では、栃木県内の高齢化状況や高齢者施設の設置状況を整理し全容を捉えた。 
第３章では、第２章の結果を受け相対的に高齢化率の高い市街地・山間地・新興住宅地の３
対象地域を抽出し、対象地域の概要と高齢者を対象とした行政の取り組みを整理した。 
第４章では、民生委員への聞き取り調査および、アンケート調査の分析と考察から、活動の
配置や人口分布を定量的に把握した上で、個人情報や連携体制の課題を提言した。 
第５章では、自治会長へのアンケート調査の分析と考察から、自治会の活動実態や民生委員
等の他の団体との連携を定量的に把握した上で、身近な活動団体としての関わりを整理提言した。 
第６章では、対象地域の見守り関係者によるワークショップやシンポジウムを通し、特徴的
な活動事例や活動連携の重要性を整理提言した。 
第７章では、先進事例調査資料に基づき、先進地を選定し視察した調査報告である。地域の
多彩な社会関係資本が連携し合い、行政関係団体等がサポートする協力体制が整って地域一体と
なった活動に取り組み、持続的な発展が可能である事などを捉えた。 
第８章では、地域コミュニティによる高齢者の見守り活動の実態についてまとめ、見守り体
制構築に向けた整備指針を示した。 
